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ESCAP地域鉱物資源開発センタｰ

佐野凌一(海外地質調査協力室)

はじめにた.ESCAP(アジア太平洋社会経済委員会)は1974年

1977年8月2目より8目までタイ国バンコクの国連に従来のECAFE(アジア極東経済委員会)が改称された

ビルにあるESCAP会議場でESCAP地域鉱物資源組織で国連ECOSOC(経済社会理事会)の下部機構と

開発センタｰの組織に関する政府間会合が開催され筆して1947年に設立された地域経済委員会である.地

者は日本政府代表の一員として出席した.この会議の質･鉱物資源の分野ではESCAPは他の地域の経済委

報告をかねてESCAP地域鉱物資源開発センタｰ員会に比較して非常に活発である.わが国は1952

(RMRDC)の設立の経緯現在の活動および将来の展年にECAFEへの準加盟が認められ1954年に正式加盟

望について述べる.国となった.第1表からもわかるようにECAFEの

地域鉱物資源開発センタｰについて説明するために地質鉱物資源関係の活動の開始にあたって積極的に参

ESCAPの関係常設委員会およびその下部の会議につい加･協力したがその伝統が現在まで続レくている.祖

でふれる必要があるカミそれらは時とともに改名･改組お本稿ではECAFEとESCAPの両方の表現をそ

されてきたのでそれらの変遷を第1表にまとめて示しれぞれの名称カミ用いられた時期に応じて使用した.

第1裏エスキャップ地質鉱物資源(炭化水素を除く)関係会議の変せんと主要関係事項

期目

1953年4月

1954年11月1-5目

11月8-13目

1956年6月5-10目

場所

東京1

バンコク

東

会議名

地域鉱物資源開発会議

第1回アジア極東地域地質図作成作業部会

第1回鉱物資源開発小委員会

第2回アジア極東地域地質図作成作業部会

直属上級会議

(エカフェ万国地質学

会議国連地図部共催)

産業員易委員会

事務局

産業貿易都(担当官C.YlLI)

産業貿易部鉱物資源開発課

(課長事務取扱C.Y.LI)

1956竿6月5-10目�栗原�第2回アジア極東地城地質図作成作業部会�(エカフェ万国地質学�

6月12-17目��第2回鉱物資源開発小委員会�会議国遠地図部共催)産業貿易委員会�産業貿易部鉱物資源開発課(課長C.Y.LI)

1957年11月409目�カルカッタ���

11月1ト16目��第3回アジア極東地域地質図作成作業部会第3回鉱物資源開発小委員会�産業天然資源委員会�同上

1960年4月20-26目����

4月28目一5月4目�東京�第4回地質専門家作業部会第4回鉱物資源開発小委員会�同上�同上

1963年3月21-27目�一���

�マニフ���

3月28目一4月里目��第5回地質専門家作業部会第5回鉱物資源開発小委員会�同上�産業部鉱物資源開発課(課長C.Y.LI)

1966年6月��(東アジア酉太平洋沿海探査調整委員会(CCOP)設立)��

1966年8月8-13目�バンコク���

8月15-20周��第6回地質専門家作業部会��

��第6回鉱物資源開発小委員会�同上�産業天然資源部鉱物資源開発課(課長L.W.STAcH)

1968年7月22-27目�テヘラン���

7月29日一8月3周��第7回地質専門家作業部会第7回鉱物資源開発小委員会�同上�同上

1970年8月20-31周�バンドン�第8回地質薄門家作榮部会･鉱物資源開発小委員会合同会議�同上�同上

��(両者を合併して地質鉱物資源開発会議とすることを決定)��

1972年4月���(エカフェ事務局産業天然資源部および水資源部を改組して産業住宅部と天然資源部とを置く)�

1972年11月��(南太平洋沿海探査調整委員会(CCOP/SOPAC)設立)��

1973年10月4-15目�クアラルン���

�プｰル�第9回地質鉱物資源開発会議1同上��天然資源部鉱物資源開発課(課長L.W.STム｡亘)

1974年8月��(エカフェエスキャップと改称)��

1976年9月21-2閥�バンコク�第3回天然資源委員会'エスキャップ総会(天然資源部に関係する話会議を統合して総会に直属する天然資源委員会を設置し第1回(1974年)は水資源第2回(1975年)は電力･エネノレギｰ資源第3回(1976年)ほ鉱物資源を主として討議した.以後この順に毎年主議題をかえて開催される)��天然資源部鉱物資源課(課長･嶋崎吉彦)

1977年��(東南アジア錫研究開発センタｰ設立)��

(付記)臨時会議およびセミナｰ等は省略した.�
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本稿を執筆するにあたり地域鉱物資源開発センタｰの設立に

尽力され現在ESCAP天然資源部鉱物資源課長に出向して

同センタｰの管理にも当っておられる当所嶋崎吉彦氏の論文

報告等を利用しまた同氏との談話に負うところカミ大きい.

ここに感謝の意を表わす次第である.

地域鉱物資源開発センタｰの設立と活動

地域鉱物資源開発センタｰの構想は1970年春の

ECAFE総会でアフガニスタン代表カミECAFEは鉱

物資源開発にもっと積極的に活動すべきである旨発言し

開発に直接結びつくような事業を実施すべきであると要

求したことにはじまるとされている.ECAFE事務

局はこれを受けて同年8月に開かれた第8回鉱物資源

開発小委員会(バンドン)に地域鉱物資源開発センタｰ

の設立案を提出したところこの会議はこのよう抵組

織の必要性を調査するための調査団を各国に派遣するよ

う勧告した.

ECAFE事務局には創立後比較的初期から鉱物資

源開発課が設けられ各種の技術に関するセミナｰ域

内諸国の地質･鉱業関係指導者の先進国への視察旅行

鉱業統計の整備･出版および地質図･資源図等の編集･

出版などの事業を行い活発な活動を展開してきた.

その一環として地域地質調査所を設立することを提

案していたが域内各国に地質調査所あるいは鉱山局等

の地質調査部門が設立され拡大されてきたので第7回

地質専門家作業部会(1968年8月テヘラン)において

廃案とすることが決定された.地域鉱物資源開発セン

タｰの構想はこの結果をふまえて域内諸国の関係機

関の活動の援助･強化が重要であることが認められたも

のであってセンタｰの基礎理念として常に念頭に置

か泣ければ祖らない.

この勧告は第23回産業天然資源委員会(1971年2月

バンコク)および第27回ECAFE総会(1971年4月

マニラ)において承認された.ECAFE事務局は先進

諸国に専門家の派遣を要請し日本オｰストラリア

西独およびオランダが各1名の専門家を調査団に派遣す

ることと狂った.日本からは地質調査所の嶋崎吉彦

氏が選ばれた.調査団はこれらの専門家にECAFE事

務局専門家1名を加えて計5名で構成され1971年9

月から12月にかけてネパｰルアフガニスタンバキ

スタンスリランカシンガポｰルタイマレｰシア

インドネシアフィリピン韓国ベトナムおよびラオ

スを巡回した.また日本政府に表敬のため11月に

東京に立寄った.

この調査団は結論として地域鉱物資源開発センタ

一の必要性を認めまた各国政府もセンタｰの設立を

支持していることを確認した.そして下記のような

規模をもち弾力的に運用できる組織の設置を勧告した.

(人員)

所長(地質専門家)

物理探査専門家

地化学探査専門家

水理地質専門家

鉱業経済専門家(鉱山専門家)

鉱物学または化学専門家

エディタｰ(地質専門家)

電算機プログラマｰ

事務･技術職員

(施設)

電算機(詳細未定)小規模図書室事務施設

1名

1名

1名

1名

1名

1名

1名

1名

若干名

(設題場所)

各国とも自国訴置に熱心であったいきさつもあり調査団は

設置場所について明記することを避けた.

(経費)

センタｰ設置に関する費用としてUNDP援助先進国政

府による援助受益国より拠出金枚らびに鉱山業界からの援

功を期待している.

(機

�

㈮

㌮

�

能)

各国の適切なプ回ジェクトの選択･計画立案匁らびに実

施評価の指導

新しい調査技術の導入に対する援助･指導

調査研究成果の編集出版に対する援助

域内各国の技術的情報の収集伝達

この調査団の報告および勧告は第24日産業天然資源委

員会(1972年2月バンコク)および第28回ECAFE総

会(!972年3月バンコク)に提出され受理された.

1973年10月にクアラルンプｰルで第9回地域地質鉱

物資源開発会議が開かれECAFE事務局は地域鉱物資

源開発センタｰの組織および将来計画案を作成し会議

前に配布した.センタｰの設立を重視したわが国は

政府代表として斎藤謙鉱業課長(現金属鉱業事業団理事)

を代表代理として調査団員であった嶋崎吉彦氏(当時

地質調査所鉱床部鉱物研究課長)を派遣した.ECAFE

事務局のセンタｰ構想は専門家30名を擁し網羅的で

老大抵ものであったために各国とももっと現実的な形

で発見するよう主張し原案に反対した.このため嶋

崎吉彦氏と西独の代表団の一員として出席していたDr.

F.BEN㎜R(現西独地球科学天然資源研究所長)は19

70年調査団のメンバｰとして事務局案と調査団勧告と

の次のような妥協案を提出し結局この案カミ採択された.�
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(人員)

所長(鉱山地質専門家)

技術コンサルタント･グルｰプ

物理探査専門家

地化学探査専門家

水理地質専門家

鉱山技術専門家

鉱物学または化学専門家

その他短期専門家

事務職員

デｰタ1インワオｰメｰション'グルｰプ

エディタｰ(地学専門家)

鉱山地質専門家(インベントリｰ)

写真地質専門家

プログラマｰ

専門家(プ日グラマｰを含む)

(地域施設)

電算機年代決定実験室

!名

1名

1名

ユ名

1名

1名

1名

1名

1名

計10名

センタｰの設置場所については早く独立さ昔るべき

であるとの意見が強くインドネシアが施設･事務経費

などの提供する用意がある旨発言しバンドン設置を提

案した.このほかインドおよびカンボジアからセン

タｰを誘致する発言がありフィリピンは日本設置を提

案した｡妥協案としてUNDP援助等将来計画がは

っきりするまで一時的にバンドンに置くことになった.

この決定については東南アジア錫研究開発センタｰの

設置とからんで舞台裏の取引があったともいわれ設

置場所については後々まで問題を残すこととなった.

センタｰの資金については当分の間国連の援助で

あるUNDP資金の配分が得られないためセンタｰの

専門家は先進国がトラスト･ファンド(ある国が国連の

機関に資金を寄託しそれにより国連機関が専門家を採

用する)またはノンレインバｰザブノレ･べ一ス(ある国

の経費負担で派遣するわが国の場合は｣ICA国際機関

専門家派遣経費による)によって派遣し本部維持費は

インドネシアが負担することと決った.またECAFE

城内発展途上国もたとえ少額でもセンタｰ運営費を

拠出すべきであることが示唆された.

この会議の直後1973年10月23目付でECAFE事務

局鉱物資源開発課長は地域鉱物資源開発センタｰの所

長代行(ActingCo･ordinator)の資格で西独から同課

に派遣されていた水理地質学専門家をスタッフとして

同センタｰが設立されたことおよび先進国の援助で派

遣された専門スタッフが3名以上に達したときバンド

ンに移転する旨通知した.

続いて1974年2月バンコクで第26回産業天然資源

委員会が開かれた.嶋崎吉彦氏は地域鉱物資源開発

センタｰに関する討議に参加するため日本代表題間と

して出席した｡この会議ではECAFE事務局と各国

代表との間で活発なやりとりがあったが次の各項目が

確認または決定された.

(1〕

(2〕

��

��

15〕

��

��

インドネシア政府はセンタｰの建物･土地･事務職員およ

び事務経費を負担する.

日本および西独は1974年度にそれぞれ専門家2名を派

遣する.1975年度以降は別途考慮する.

センタｰ受益国すなわち発展途上国も応分の分担金を拠出

する.ECAFE事務局はできれば職員を各国に派遣

して積極的に募金する.

域内国のセンタｰの関心の深さカ茎分担金の拠出などによ

って具体的に示されればオランダは資金援助を考慮する.

所長を任命する機構がないため専門家のうち1名が所長

代行を勤める(関係国の間で日本から派遣する専門家カ重

っとめることに合意した).

管理機構と規約を早く整備する.

さしあたりバンコクのECAFE事務局内にセンタｰを

設置するカミ日･独派遣の専門家が3名を越えた段階でバ

ンドンに設置する.

インドネシア政府はバンドンにある鉱山省の鉱業冶金

研究所の1フロアをセンタｰに提供することを決定した

同国政府とESCAP事務局との間で移転に関する協定

について交渉が行われたがセンタｰおよびその専門家

の受ける権益等に関し合意が得られなかった.その

後ESCAP事務局は国連(UNDP)の経費による所

長が任命されるまではESCAP事務局内にとどまるべ

きであるとの方針を打出した.

日本政府は地域鉱物資源開発センタｰの設立に協力し

て三枝守緯氏･(前三菱商事)および本島公司氏(地質

調査所)をそれぞれ鉱床地質学専門家および地化探専

門家としてとりあえず1974年9-12月ノンレイン

バｰサフル･べ一スで派遣した.さらに両氏を

1975年2月より2年の任期で再びノンレインバ中サフ

ル･べ一スで派遣し1975年5月三枝氏が所長代行に

任命された･日本政府は1975年よりセンタｰ経費と

して年10万ドノレを拠出し三枝氏は1976年4月よりト

ラスト･ファンド方式の国連職員に切換えられた.同

氏は1977年10月任期を終了し帰国した.本島氏は任

期を2年半に延長し1977年8月末帰国しかわって

伊藤司郎氏(地質調査所)が派遣された.

西独は水理地質学専門家のほかに鉱山学専門家を派

遣オランダも写真地質学専門家を派遣したので1976

年には専門家数は5名に達した.西独およびオラン

ダの専門家も1977年から1978年にかけて交代しつっ

あるがこれらの専門家により主としてESCAP域�
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第2表地域鉱物資源開発センタｰ専門家による1976年中の技術諮問サｰビス

派遣国

アフガニスタン

バングラデシュ

フイジｰ

ギルバｰト諾島

インド

インドネシア

イラン

韓国

ネパｰノレ

バキスタン

フイリピン

スリランカ

タイ

関係機関

水電力庁

地質調査所

鉱物資源局

地質調査所中央鉱業計

画設計研究所鉱山局

地質調査所

地調質査所

資源開発研究所

資源開発公杜

灌灘局

鉱山局

地質調査所

鉱物資源局

導項目

東アフガニスタンの地下水開発

写真地質および非金属鉱床の開発に関する訓練コｰス計画

地化探全般および石油の母岩分折

地球化学デｰタ処理

地下水資源評価

鉱業インベントリｰおよぴ露天掘採掘セミナｰ参加

要訪臆織鵠J慧畿豊磁鉄金属鉱床カリマンタン.マハカ

Wais㎝a㎎盆地の砕層重鉱物およぴ衝スマトラMa㎎㎜i地区鉱床調査

地化挙探査全般およぴZagras印部Buoujird-Arak･SaTeh-Qom地区

そ概as北都Hamada阯Takab地区およびHamad㎜℃olpaygan

ヘグマタイト地区の地化探計繭立案

南部石滴天然ガス鉱床地化探

Terai地域地下水調査計画

Saidn出地域銅鉱床地化探

地下水開発

パラワン地城クロマイト鉱床調査

Tr㎞co占a1de地城Semwela村近銅鉱床調査

北部タイ25万の1地質図幅調査

担当者

WムGN朋(酉独)

CRUIJs(蘭)

本島(目)

GEB服丁(西独)

W蝸畑R(西独)

G朋醐丁(酉独)

CRUIJs(蘭)

本島(目)

本島(肩)

WA棚囲(西独)

三技･本島(同)

WムG胴R(西独)

G瓦BEET(西独)

G囲醐丁(酉独)

CRUIJs(蘭)

内国に対する諮間サｰビスが行われた.1976年中の諮

間サｰビス業務をまとめると第2表のようになる.

さて第31回ESCAP総会(1975年2-3月ニュｰ

デリｰ)および第32回ESCAP総会(1976年3-4月

バンコク)において地域鉱物資源開発センタｰに対す

る要望を再調査するため第2次調査団の派遣が決定さ

れ1976年11月より1977年3月にわたってフィジｰ

パプア･ニュｰギニアフィリピン韓国イランア

フガニスタンインドマレｰシアインドネシアス

リランカタイおよびバキスタン(訪間順)の12ヵ国に

派遣された.今回の調査団の目的は

(1)センタｰのサｰビスに対する発展途上国の要求を再調査す

る.

(2)センタｰの規約原案を討議する､

(3)センタｰの運営資金に対する拠出を要請する.

ことであった.この調査団は最初第一次と同様な

構成とすることが考えられたが第1次調査団員でセン

タｰの設立に尽カした嶋崎吉彦氏が1976年8月ESCAP

鉱物資源課長として赴任し結局嶋崎氏と鉱物資源課

員またはセンタｰ専門家とが調査団を構成した.

1976年9月バンコクで開催された第3回天然資源委

員会では事務局から77年度UNDPの対ESCAP資

金のうちa4万ドルをESCAP事務局長の権限にお

いてセンタｰ所長経費半年分として配布する旨報告カミ

あった.目本代表は

11)センタｰの活動分野は当初了解された範囲に早急に拡充さ

れるべきである.および

(2)ESCAP事務局長は所長分に留まらずセンタｰの活動

全般に対するUNDP援助のとりつけ方に努カすべきであ

る.

旨発言した.

第33回ESCAP総会(1977年4月バンコク)で1977

年8月に地域鉱物資源開発センタｰの任務と組織に関

する政府間会合をバンコクで開催することカミ決定された.

地域鉱物資源開発センタｰの組織に関する政府間会合

前記のような経緯で1977年8月2目より8目までタ

イ国バンコクにおいて政府間会合が開催された.

1)参加者および議題等

目本オｰストラリアバングラデシュフランス

インドインドネシア韓国マレｰシアフィリピン

タイおよびソ連の11のESCAP加盟国の代表および酉独

の代表がこの会議に参加した.国際機関としては国

連O紐ceo{TechnicalCoope工ation(OTC)国連開発

計画(UNDP)国連環境計画(UNEP)国連工業開発

機構(UNIDO)ユネスコ(UNESCO)アジア開発銀

行(ADB)メコン委員会およびアジア沿海探査調整委

員会(CCOP)の代表が出席した.

目本代表団の構成は次の通りである.�
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代表佐野凌一通商産業省工業技術院地質調査所

海外地質調査協力室長

黒川剛在タイ目本大使館参事官兼エスキ

ャップ常駐代表

代表代理坂井弘臣在タイ目本大使館一等書記官兼エ

スキャップ常駐代表代理

龍野孝夫在タイ目本大使館二等書記官

このほか邦人としては地質調査所より出向中の

ESCAP鉱物資源課長嶋崎吉彦氏が事務局責任者として

地域鉱物資源開発センタｰ所長代行三枝守維氏が事務局

員として裏た地質調査所より派遣中の河田清雄氏が

CCOP事務局代表として出席した.

発展途上国からの代表者には関係省庁の次官級が多く

役員には主としてこれらの人々をあてたので議長にマ

レｰシア代表副議長にタイ代表ラポルトゥｰル(報

告書起草委員)にインド代表および報告書案審査委員

会議長にバングラデシュ代表が選出された.

議題の採択にあたりわが国代表よりセンタｰの活動

に関する事務局報告が行われるよう提案を行ったところ

特に議題の修正は行わ住いが実質議題のはし｡めに事務

局報告を行うこととして事務局作成の仮議題をそのま

ま採択した.また.活動状況は事務局文書として提出

された.

採択された議題は次の通りであった.

1.開会

2.役員選出

3.議題採択

4.発展途上国の二一ズと能力および地域鉱物資源開発センタ

ｰESCAP天然資源部およびその他の機関との関連

5.特殊施設のネットワｰクを含む地域鉱物資源開発センタｰ

の発展の計画

6.訓練の必要性利用可能な施設および要望

7.地域鉱物資源開発センタｰ本部の所在地

8.地域鉱物資源開発センタｰの規約案および管理と財政

9.その他

10.報告書の採択

歩があったが地域鉱物資源開発センタｰのサｰビスが役立ち

うるいくつかの分野があることが明らかと匁った.地域鉱物

資源開発センタｰに対して要望されているサｰビスのタイプ

すなわち技術語間サｰビス情報サｰビスおよび地域特殊実

験施設は対象分野が海底鉱物資源や特定の鉱種であるCCOP

CCOP/SOPACあるいは東南アジア錫センタｰの業務と重

複するものでは匁い､地域鉱物資源開発センタｰの拡大は正

当化されている.

訪間した諸国政府の要望とセンタｰの過去の活動を考慮して調

査団はESCAP事務局カミ下記の処置をとるよう勧告した1

(ユ)センタｰの機構を最終的に決定するための必要注手続きを

とること､

12)諮問サｰビスの専門分野を科学論文の校閲物理探鉱選

鉱非金属および土壌化学に拡大する方法を追求すること.

(3)この地域の地球科学者のための討論の場として役立つ出版

物の刊行を開始するよう準備すること.

(4)地域特殊実験施設を設定する具体的匁準備をすること.

15〕センタｰを通して経常的に行われる実務訓練計画を準備す

ること.

この報告書は原則的に了承された.この討議に関連

して下記の事項が強調された.

11〕

��

��

��

��

��

地域鉱物資源開発センタｰの限られた活動により与えられ

たサｰビスは鉱物資源の評価にすぐれた貢献をしてきた.

この分野の重要性にかんがみセンタｰの講サｰビスは継

続され拡大されなければなら狂い.

技術諮問サｰビスをさしあたり拡大すべき分野は非金属

土木地質環境地質鉱業の分野での地すべり等に関連す

る土壌力学地下採掘および科学論文の校閲である.

特定の専門分野について地域実験室サｰビスのネットワｰ

クを発展させるよう努力すべきでありとくに絶対年代決

定のサｰビスからはじめることが有益である.

国家べ一スによる特殊実験室のネットワｰクに加えて多

くの場合にもっとルｰチン作業的匁分野での能力を向上

させるため各国の実験施設を強化する必要性がある.

訓練の優売度は非常に亮くセンタｰ専門家の業務遂行申

の訓練のほかにより形式の整った訓練計画の必要性があ

る.

不必要な重複を最少にし限られた資金を有効に利用する

ためにセンタｰは他の同様な地域的･世界的機関と適当

な連絡を保つことが重要である.

2)発展途上国の二一ズと能力およびESCAP諸機関と地域

鉱物資源開発センタｰとの関連(議題4)

事務局よりセンタｰ受益国に派遣されたフォロｰアッ

プ･ミッションは下記の趣旨の報告書を提出した.

訪間した諸国の関係当局との討論および調査団の見聞により

地域鉱物資源開発センタｰの活動は諸国の鉱物資源開発に貢献

しこの貢献はセンタｰの小規模匁活動とくに限られたス

タッフにしてはきわめて大きなものであることカミ認められた.

訪問した諸国において地質および鉱業のある分野で顕著な進

ESCAP傘下の各機関のあいだの調整･協力について

マレｰシアが最も強い発言を行い特に地域鉱物資源セ

ンタｰとCCOPおよび錫センタｰとの間の活動の調整

を強調したがESCAP事務局天然資源部長は構成国

が異なりまたそれぞれに管理機構を有する機関の間の調

整は法的に困難があるので第1のステップとして事務

局レベルでの協議が望ましく去る第33回ESCAP総会

(1977年4月バ1■コク)で鉱物資源関係機関の所長会

合を年2回開催することに決定している旨説明した.�
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策3表

(1)1978年

地域鉱物資源開発センタｰの財政計画

�■����注1

財�源�内�容�金�額(米ドノレ)

UNDP��所長給専旅費讐�車輌事務機器��59,OOO

突進国援助��専門家(7名)給与旅費讐�短期専門家(6名x月)旅費等�準地域プロジェクト準備経費�465,000

本部所在地国負担(現物提供)�事務長�秘書製図職タイピスト(2名)�運転手(2名)�事務所借料事務機器実験�63,000

�施設�コンピュｰタ���

受益国拠出金�印刷費�地域特殊実験施設経費本部実験室消耗品雑費�機器保守予備費��33,000

受益国負担(現物提供)��地域特殊実験室施設(3ヵ所)�短期専門家(3名×月)旅費讐��38,000

����計�658,OOO

��■■■■■■■■■■■��■�■

(2)1979-1981年(3カ年)

������������注2

財�源���内���容����金額(米ドル)�

UNDP���所長給与旅費等��専門家(7名)給与旅費等��短期専門家(6名×月)旅費等準地域プロジ����1,332,000�

��エクト経費����������

突進国援助�����専門家(7名)給与旅費等短期専門家(6名×月)旅費等��準地域プロジェクト援助����1,395,OOO�

本部所在地国負担(現物提供)��事務長�秘書�製図職�タイピスト(2名)�運転手(2名)�事務所借料�事務機器�実験��190,500�

��施設�=1ンピュｰタ���������

受益国拠出金��印刷費��地域特稼実験室経費�本部実験室消耗品�雑費�機器保守予備最����99,000�

受益国負担(現物提供)���地域特殊実験施設(5ヵ所)���短期専門家(6名x月)旅費等�����180,000�

����������計�3,196,500�

注1�現物提供の場合の評価額を含む､��注2�同上�3ヵ年合言十�������

注1現物提供の場合の評価額を含む注2同上3ヵ年合計

3)将来計画(議題5)および訓練(議題6)

事務局は1977-1981年の期間の作業計画案を提出し

第3表に示すような資金計画案を示した.またこの

文書でセンタｰの機能として諮問サｰビス情報サ

ｰビス地域実験室施設および準地域探査プロジェクト

が提案された.この作業計画案は原則的に了承された

が関連して次のような指適があった.

(1〕準地域プロジェクトについては各国と協議してもっと詳

細枝計画をたてる必要カミある.

(2)発展途上国間の技術協力(TCDC)として域内の発展途

上国によって提供される専門家のための旅行経費に対する

財源カミ処置されなければならない.

(3)センタｰの基本的な目的は多くの場合に最適技術の採用

について援助を必要とする国立機関の能力の改善であって

作業計画案において諮問サｰビスの提供を強調しているこ

とは適切であると考えられる.援助国の立場から諮問

サｰビスを短期専門家に依存する比率を多くすることが望

ましいと示唆されたが特定のサｰビスの要求によくあて

はまる専門家を迅速に提供する見地から注目された.

(4)諮問サｰビスを効果的に行うために適当と考えられる場

合には専門家が旅行の途中に立寄ることができる国に対

して短期間のサｰビスの可能性を連絡することが望まし

い.

(5)センタ]による情報サｰビスは重要であるがESCAP鉱

物資源課も各国の計画に関する情報の取得に関心を有して

いるので両者による優秀恋情報システムの開発を調和を

とって実施することカ必要である.

(6)地域特殊実験室については1978年中に域内に3つの施設

で年代決定を扱うシステムを発展させることによって出発

するべきであってその後3年間にさらに2つの施設か含

まれるよう拡大するべきである.前述のように各国の実

験施設の強化も必要であるがこのための資金はUNDP

の国別援助や二国間協力に求める方カミ適切である､

訓練は地域鉱物資源開発センタｰの活動の重要な要素

であり各国の鉱物資源開発計画は適切に訓練されたス

タッフの増加に依存している.訓練に関して下記の

事項が指適された.

��

��

(3〕

��

訓練は地域鉱物資源開発センタｰのみならず国連のシ

ステム特にUNESCOにおいて重要であって訓練

に関していかに適切な処置をとるかについては関係機関

で協議･調整する必要カ…ある.

各国でいくつかの訓練計画をたて実施していることカ報告

されたがさらに訓練が必要な分野は非金属鉱物地質

工学的研究岩石力学沖積層の採鉱の管理地下採掘

地化学探鉱および廃石･廃水の処理荏らぴに鉱山地域のリ

ノ･ビリティションを含む鉱山の探鉱･開発にともなう環境

管理である.

上記に関連していくつかの国に短期訓練コｰスの必要性

が共通している場合にほ移動セミナｰを組織することが

適当であり講議や実習の内容は各国の条件に応じて変更

できる.

派遣専門家による現場訓練は特に強調されるべきであって

適当と考えられる場合には専門家は諮問サｰビスのなか�
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に講義や短期セミナｰの開催をつけ加えることが望まし

い.

(5)訓練のため域外先進国へ技術者を派遣するフェロｰシップ

は既に各国にかなりゆきわたっている状況にかんがみ域

内における訓練施設の状況を紹介するためESCAP事務

局カミ作成したリストが配布された.

UNESCOは研究機関の地域ネットワｰクを分野別

に組織することを推進しているがUNESCO代表はこ

れらのネットワｰクによる訓練について報告した.

4)本部所在地(議題7)

第9回地域地質鉱物資源開発会議(1973年10月クア

ラルンプｰル)においてセンタｰ本部所在地を暫定的

にインドネシア国バンドンとすることカミ決定されイン

ドネシア政府は鉱山省鉱業冶金研究所の一部を地域鉱

物資源開発センタｰに提供する予定であったカミ種々の

事情によりバンドンヘの移転は実現せずセンタｰは

ESCAP事務局内にとどまっている.

今回の会合ではESCAP事務局天然資源部長より

センタｰの所在地としてバンコクカミ適当である旨を示唆

する発言が恋され西独から2名の専門家を派遣して

いる立場から他への移転に伴う財政的負担等について質

問があり暗にバンコクを所在地とすることに好意的な

態度が示された.一方インドネシアは暫定所在地

としてではなく恒久的所在地としてバンドンにセンタ

ｰを誘致する旨訴えた.

しかしいずれの国からも積極的な発言はなくまた

タイ代表が現時点ではセンタｰをバンコクに招致する旨

の閣議決定がなされていない旨を説明したためインド

ネシアの主張どおりバンドンに決定した.

5)規約(議題8)

事務局より規約(Statu亡e)原案が配布されこれにも

とづいて討議が行われた.

事務局原案に対しソ連より提案があり事前に会議

文書として配布された.この要点は規約の中にセン

タｰの活動は国連総会および経済社会理事会による天然

資源の恒久主権の原則に従うものであることおよび新

国際経済秩序(NIEO)の目的に合致しなければ泣らな

い等5項目を基本原則として盛りこみまた10項目にわ

たるセンタｰの任務を追加しようとするものであった.

この提案に対しインドは原則的支持を表明したがわ

が国代表はソ連提案の諾原則の中には特記するまでも

ない明白な事項および天然資源の恒久主権国際経済新

秩序等この会合の参加者になじみのない事項カミあること

を指適ししかもこのような問題を原則として掲げなく

てもセンタｰの機能上何等問題の泣いものであることを

指適してソ連の提案をとりあげて検討することに消極

的な発言を行った.わが国代表のこの発言に同調する

空気がみられインドネシアより事務局案に従って検討

するよう提案がありソ連案はとりあげられないことに

狂った.この際事務局よりソ連提案中センタｰの各

国への援助は要請があれば行うとの一項をとりあげ事務

局案第2条(目的)および第3条(機能)に｢要請に床

じて｣の語を挿入することが提案され合意された.

環境問題は国連環境計画ソ連およびインドから機能

の中に含めるよう提案がたされたカミ事務局等よりセ

ンタｰの機能に含めるのではなくセンタｰの機能を遂

行する上で環境問題に配慮することが好ましいものとし

て新しくこの趣旨にもとづく第4条を設けた.

合意されたセンタｰの目的と機能に関する条文は下記

の通りである.

センタｰの目的は要請に応じて地質調査および鉱物資源開

発を業務とする国立機関を強化しその活動範囲を拡大するよう

ESCAP域内国を援助することである(第2条)､

この目的を達成するためにセンタｰは関係国の要請に応じて

必要匁らば他の機関とも協力して次の事業を行なう.

a)鉱物資源探査開発の各種の分野において国立機関を援助

し助言を与えまたカウンタｰパｰト職員を訓練するため

専門家のサｰビスを提供する.

b)援助を必要とする計画を作成しプロジェクトを選定するこ

とによってまた国際機関や二国間援助を与えようとして

いる政府からの援助をまとめることによって国立機関を

援助する.

C)特定分野の訓練に対する必要性を評価し可能狂かぎり

ESCAP地域において訓練のための施設や計画を手配す

る.

d)技術情報を取得して国立機関に普及し適当であると考え

られるならばコンピュｰタを使用する貯蔵検索によって

鉱物資源の国家的あるいは地域的な組織的インベントリｰ

を確立することによって国立機関を援助する.

e)実験設備特に高級な処理のための設備が個別的に正当化

されないよう泣護国にこのよう泣設備カミ利用できるように

地域的または準地域的実験施設を整備する(第3条).

センタ』はその機能を遂行するにあたって環境の良否に関

する正当な関心を奨励し環境管理の技術の開発を推進する

(第4条).

管理理事会についてはわが国代表からBoardofDi-

rectorsよりもGoveringCounci1が適当である旨お

よび管理理事会のメンバｰを限定する必要はないと思わ

れるので現金または現物のいずれかをもってセンタｰ

に協力する国すべてに参加資格を開放してはどうかと提

案した.この提案に対してオｰストラリアおよびイン�
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ドネシア等が支持したカミインドは

(1)ESCAP非加盟国にはメンバｰとなる資格ほもたせ狂いこ

と.

(2)拠出金等の協力はメンバｰとなる資格の条件にはし扱い.

13)メンバｰの数を限定したとえぱESCAP域内国6域

外国2とすること.

の3点を提案した.

上記2提案を中心として長時間討議が行われその間

いくつかの妥協案が出されたが結局ESCAP諸研修

所単一管理理事会選挙のために用意された第32回総会決

議166の中の条件をとって

11〕センタｰの所在地国

(2)地域的配分

(3)地域内国の資金挺出

(4〕後発開発途上国(LLDC)への配慮

をガイドラインとして総会において9ヵ国のESCAP

加盟または準加盟国から選ぶことになった(第5条)､

各国ともそれぞれの主張を繰返して妥協点が見出せず

いずれの国も選挙の際のガイドラインということでやっ

と妥協したということであると思われる.

なお管理理事会にセンタｰ所長ESCAPおよび

UNDP代表がe浴｡舐｡iomemberとして参加すること

については投票権をもたない旨の事務局の見解が示さ

れたため規約中に特記しないことになった(第6条).

管理理事会が適当と認めた第5条に示された以外の国

の政府ならびに国際機関または国立機関は管理理事会

の会合に招待される(第7条)｡管理理事会の年次報告

書は総会に提出されるが他の研修所等の規約と同様に

するため天然資源委員会に提出するとの字句が削除さ

れた(第8条).しかし事実上の問題として事務局は

何等かの形で天然資源委員会にも報皆かなされる旨約東

した.管理理事会は少なくとも1年1回会合を開き

またそれ自身の会議規則を決定する(第9条).

所長(C0-ordinatOr)の任命についてわカミ国代表は

本センタｰの実施機関が推薦して任命さるべきで管理

理事会との協議は不要であるとの見解を示したがタイ

インドネシアおよびインド等よりセンタｰの他の専門職

員の任命まで擁議事項にせよとの意見カ油され結局所

長だけが管理理事会との協議(英文はafterCOnSu1tatiOn

withthecounci1)により国連事務総長により任命され

ることになった.最初の所長は今後2年間に管理理

事会が設立される前に任命される(第10条).所長は

管理理事会の決定および指令の実施センタｰの作業計

画案および予算案の作成センタｰの作業計画の実施お

よびセンタｰに関する講事項の監督･指揮および管理に

対して責任をもつ(第11条).所長は管理理事会に年

報を提出する(第12条).専門スタッフは所長の推薦

により国連の適当な管理機構により任命される.事

務局よりセンタｰに次長(DeputyCo･o･dinat0f)のポス

トを設けることが提案され専門スタッフの人数が少荏

いので不要であるとの意見も出されたが事務局は所長

も専門家としての業務に相当の時間をさく必要があるた

めと説明し承認された(第13条).

センタｰの財源･人的物的資源はUNDPその他の

国連機関および援助国の政府による寄与によって得られ

る.管理理事会カミ適当と認める場合には政府間組織

非政府機関研究所およびその他の出所に求めることも

できる(第14条).センタｰの財政管理は国連の関係

当局によりきめられた財政法規およびその他の関係規則

の適用をうける(第15条).国連は本部施設を提供する

国の政府と別途協定を締結する(第16条).

6)財政およびその他の援助(議題8)

各国の拠出金その他の援助についての発言について

主要なものは次の通りである.

インドｰ現金飢出年間2,000トル

インドネシアｰ境金拠出年間5,000ドル(本部施設関係を含

まない)

マレｰシアｰ現金拠出年間5,000ドル

タイｰ現金拠出初年度4,000ドル(2年胃からの拠

出は別途検討する)

オｰストラリアｰESCAP援助計画の匁かで検討する一

フランスｰ短期専門家派遣について要求があれば検討し

たい.

フィリピンｰ拠出額は明示できないが目下国内手続申

ソ連一短期専門家派遣の意図ポある

西独一センタｰの活動に今後とも続けて関心を有し

協力については要請をみて検討する

UNDP-2年間の所長の経費として155,890ドルを承

認した

わが国については従来の協力ぶりを説明するととも

に国際協力事業団専門家についてはこれまで派遣し

た専門家(地質調査所本島公司技官)の任期満了にとも

ない交代(地質調査所伊藤司郎技官)の派遣について

手続きを進めている旨および今後の現金拠出について

は年次毎に検討する旨発言した.1975-76年の現金拠

出は牢100,000ドルで･所長代行専門家の人件費を含ん

でいる.

なおUNESCOおよびアジア開発銀行の代表より援

助の可能性があることが表明された.�
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策4表

アジア･西太平洋地域

の

国名

主要

世界生産額の10

%以上(1974)

世界生産額の10-1%(1974)

アジア

アフガニスタン

ビルマ

中国

インド

インドネシア

イラン

韓国

北朝鮮

ラオス

マレｰシァ

バキスタン

フイリピン

スリランカ

タイ

ベトナム

酉太平洋

フィジｰ

ギルバｰト藷嵐

ナウノレ

ニュｰ･カレドニア

パプア･ニュｰギニア

石炭亜鉛タン

グステンアンチ

モン

鉄鉱

錫

原油

マグネサイト

ニッケル

原油マンガン鉄鉱銅鉛モ

リブデン石綿水銀マグネサイ

ト

石炭マンガン沫一キサイトク

ロｰム鉱マグネサイト

原油ニッケルボｰキサイト

天然ガス亜鉛クロｰム鉱

タングステン

石炭鉛亜鉛

ボｰキサイト

タングステン

鋼クロｰム鉱金

タングステン

燐鉱石

銅金

アンチモン螢石

)主要鉱産物���

鉱�産�物�

�そ�の�他

石炭天然ガス箆晶石ラピスラブリ(貴石)

タングステン石滴錫鉛亜鉛銀アンチモンひすい

金銀ボｰキサイト蒼鉛アスベスト重晶石螢石黒鉛

自然硫叢黒鉛

亜炭原油鋼鉛亜鉛金タングステン石綿燐鉱石

石膏雲母螢石ダィヤモンドエメラルド

天然ガス石炭マンガン砂鉄鍋金自然硫黄

石炭鉛銅マンガン重晶石石膏カオリン

石炭モリブデンマンガン鉛亟鉛銀マンガン螢石

カオリン

亜炭鉄鉱銀燐鉱石

錫

原油鋼金タングステンアンチモン

天然ガス原油アンチモンクロｰム鉄鉱重晶石石炭

マンガン亜鉛銀ニッケノレ鉄鉱パラジウム自金燐鉱

石石炭

チタン鉄鉱金紅石ジルコン粘土黒鉛

マンガン亜鉛石膏

石炭錫亜鉛鍋クロｰム鉱

金銀

燐鉱石

主として国連統計による.

岩塩およぴ石灰岩を除く.

7)その他(議題9)

酉独代表は同国から派遣された水理地質専門家による

下記のコメントを紹介した.

(1〕諮間サｰビスを要請した国はできるかぎり専門家の活

動を支持する技術スタッフを提供すべきであるが適当な

技術スタッフカミいない場合他の発展途上国の専門家を指

名してセンタｰ専門家を援助することが望ましい.

(2)諮間サｰビスのための派遣が承認される前にUNDP駐

在代表を通じて関係活動に関する情報がえられるこ←が望

ましい､今回の会合はこの件について了承した.

(3)センタｰポ発展させる情報システムは発展途上国ポより

よい科学技術情報を取得することを援助するように計画

されなければならない.

地域鉱物資源開発センタｰの将来

第2次世界大戦後の国際政治体制の再編成にとも恋っ

て増加した発展途上国は経済発展の基礎としてとく

に外貨獲得の手段および産業発展の原動力として鉱物

資源の開発を推進してきた.

国際杜会の中で発言力を強めてきた発展途上国は天然

資源に対する国家主権を主張し一部の国では急激な国

有化カミ行われ先進国や多国籍企業に衝撃を与えたが

国家主権の概念は1970年代のはじめにほぼ確立され多

くの発展途上国は技術および資本を提供する外国企業と

の提携の必要性を認識するに至った.このような資源

をめぐる動きのなかで比較的穏健な態度をとってきた

アジア諸国ではその政治的安定と相まって鉱物資源

のポテンシャリティについては世界の他の地域に比較し

て低いといわれ枚がらも!970年代の前半に鉱業生産が

飛躍的に増加し(第1図)稼行大規模鉱山数や新規開

発プロジェクト数も着実に増加してきた.

一方鉱物資源の有限性およびその開発と環境破壊と

の関連がきびしく間われ資源をめぐる国際環境は一層

複雑化してきた.さらに1974年の石油ショックによ

ってもたらされた世界経済の停滞は逆に多くの鉱産物�
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第1図世界およびアジア菌太平洋地域の鉱業生産の推移(1965年および1969-74牢国連統計年鑑による)�
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しT11但N田tur田】Resource畠副ndEnergyNe､岬一etter,Vo1.2,No.1による

第2図主要金属および鉱産物価格の推移(1960～1976)

とくに非鉄金属の価格低下を招き(第2図)原油以外

の鉱業生産に依存する発展途上国に打撃を与えるととも

に開発用資材の価格騰貴と資金の調達難とによって

多くの鉱山開発計画が中止または減速を余儀なくされて

いる.

しかしながら長期的観点からみれば再生不能であ

り探査から生産開始までに長期間を要する鉱物資源の探

査開発は片時も碓るがせにできない.たとえば銅鉱

山の生産設備は1980年までにユ.5ないし2.5パｰセント

増加すると評価されているが需要増は3-4パｰセン

トと見込まれるので現在の生産超過と在庫増にもかか

わらず1980年頃には銅の生産が不足するとの予想も立

てられている.したがって銅鉱山の開発は今後も継

続的に行われなければならないがスクラップの再製錬

も拡大されると考えられ代替品への転換などによる圧

迫によって価格の大幅な高騰は望めないので生産施設

に対する投資額を相対的に減少させるための技術の進歩

だとえばリｰチングによる採鉱法の研究などが期待され

ている.

これまで政府収入を拡大する方策として推進されてき

た非鉄金属の開発が短期的には必ずしも効果を期待で

き荏くなっていることは否定できないであろう.しか

し金属精錬施設の建設を含めて長期的展望にたって

開発を進めるべきであり資源の正確なインベントリｰ

を行う意味においても国の政策として探査事業を進め

るべきであることは多くの発展途上国の鉱山行政担当

者が既に十分認識しているところであると考えられる.

金属鉱床の探査開発に関して鉱業政策にかかわる部

分はESCAP事務局の鉱物資源課が担当して域内各

国政府に対し助言すべきであろうが地域鉱物資源開発

センタｰは関係する技術サｰビスを強化しなければなら

ない.

一方窯業建設材料加工製造業などの産業に直結す

る非金属鉱床の探査開発は多くの発展途上国の発

展に直接短期的に貢献するプロジェクトでありセン

タｰのサｰビスが要請されている.今回の会合では討

議されたかったが地元資本による小規模鉱業の育

成あるいは近代化は地質的･地理的あるいは歴史的条

件に応じたその国の政策に従って推進されるべきであ

ろう.

このよう征プロジェクトの多くは総合的な地域開発計

画の一環として考慮されなければ柱ら在い.なお一

部の後発開発途上地域においては宝石類の加工技術の

導入が外資獲得手段として根強く要望されている.

小規模鉱業の育成はおそらく発展途上国間の技術

協力(TCDC)が有効な分野でありセンタｰもこの分

野でも協力するよう考慮しなければならない.

エネルギｰ資源は地域鉱物資源開発センタｰが責

任を負う分野とは必ずしも考えられていない.と

くに炭化水素の探査開発は現在の規模のセンタｰが

対応するにはあまりに大きなプ回ジェクトである.し

かしセンタｰ専門家として派遣されていた本島公司氏

は炭化水素の地化学探査について諮問サｰビスを行い

関係国から感謝された.医薬品原料としてアジア地域

で需要が急増すると予想されているヨｰドは油田がん

水から回収されるので本島氏はインドネシアでこのた

めの調査を行った.また'石炭ウランおよび地熱エ

ネルギｰについてもセンタｰがサｰビスを行えるよう

努力する必要があると思われる.

地下水の調査開発については西独がセンタｰに専門

家を派遣しか柱りきめ細かいサｰビスを行っている･

しかし水資源の重要性を考えればセンタｰのサｰビ

スはさらに拡大されるべきであろう.各国における地

域開発計画の発展鉱山開発に伴う環境問題の発生ある�
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いは地質的災害に対する関心の向上にともなって地質

調査機関がいわゆる応用地質学部門を育成強化す

る必要カミ生じている.今回の会合においてもこの問題

が提起されセンタｰカミこの要求に対応すべきことが強

調された.

発展途上国の地質調査機関がその業務を推進する上

で管理上いろいろな問題がある.筆者の経験によれ

ばたとえば(1〕中間管理態勢の不完全による業務実

施中の中間評価の不足あるいは(2)機器類の管理保

守態勢の欠如による能率の低下または作業の停止など

があげられる.これらは新しい技術を必要とする部門

においていちじ｡るしくその国の科学技術の全般的レベ

ルに関係しここで詳しく議論するつもりはないが従

来外国人専門家あるいは援助プロジェクトの導入によ

って何となく解決してきたとみられるので発展途上国

の機関が自主的にプロジェクトを遂行するためにはさ

けては通れ狂いところである.地域鉱物資源開発セン

タｰの専門家はサｰビスの過程においてこれらの問

題を念頭において助言指導しなければなら荏いと思われ

る.

地域鉱物資源開発センタｰは発足後既に4年以上

を経過しその規模に比較して大きな成果をあげてきた

と評価されたがESCAPの他の鉱物資源関係の地域プ

ロジェクトに比較して機構や財政の整備は十分ではな

い.CCOPは地域協力機構として多くの実績をあげて

きたとはいえ1978年以降UNDPより年間約80万ドル

の援助が約束されCCOP/SOPACもほぼ同額の援助

をUNDPlこ要求しているが少なくとも年間約40万ド

ノレ(内約20万ドノレはニュｰジｰランドの拠出による)の

支出は確実である.一方センタｰに対するUNDP

の援助は年間8万ドノレ弱で主として23の先進国

からの専門家や拠出金にたよっている状況である.先

進国からの援助は年間約30万ドルと評価されるがセン

タｰヵミカバｰする地域や分野はその他のプロジェクトに

比較してはるかに広い.センタｰが諮問サｰビスの

みならず訓練や出版の分野でも実績をつんでUNDP

その他の国際機関の援助や発展途上国からの協力を拡大

し十分にその機能を発揮することが望ましい.

(追記)

1978年3月バン:コクで開催された第34回ESCAP総会で

地域鉱物資源開発センタｰの組織に関する政府間会合の

報告か承認され管理理事会理事国の選出が行われたが

定数の9ヵ国が立候補したので次の各国が無投票で理

事国に当選した.すなわち日本韓国インドフ

ィリピンマレｰシアタイバングラデシュイラン

およびインドネシアである.任期は1980年の第36回総

会までである.また同月Mr.Pontos兀LJU附

棚酬(スウェｰデン出身南米講国でのUNDPプロジ

ェクトのプロジェクト･マネｰジャｰを歴任)が初代所

長に任命された.

タイ

パキスタン

カンボジア

エカフェ25周年の記念切手

エカフェ25周年を記念して発行されたガンボジアタイおよ

びパキスタンの記念切手

簡カンボジアは1972年3月20目に国連マｰクを中心に周囲に

フランス語でエカフェ25周年記念と書いた同じ図案の切手3

種とそれらを配した小型シｰトを発行した.

亀タイは1972年10月24目に国連マｰクと地球を配した図案で

周囲にタイ語と英語でエカフェ25周年記念と書いた多色刷記

念切手を発行した.

南パキスタンは1972年3月28目に上部に英語でエカフェ25年

記念の文字左下に国連マｰクを配した図案の多色刷記念切

手を発行した.�


